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その３　財政構造上の

　　　　問題点

はじめに

昭和47年度の本市予算は一般会計で1,470億円，特別会

計を合せると総計4,390億円となった。本市の一般会計

予算規模はここ数年来毎年20～30％の増加を示しまた他

の指定都市と比較してもその伸び率は著しい。しかしこ

のような本市財政規模の総体だけで財政の良否の問題を

とらえることは勿論できない。例えば47年度一般会計予

算1,470億円の中には地方交付税1OO億円，国庫補助金

185億円，市債218億円というように国県に依存する財

源が622億円＜42.3％＞も含まれていて本市財政運営上

そこに国との重要な行財政関係がある。また，他都市と

の比較では人口だけでみても40～45年の５ヵ年で，本市

の人口増は45万人，名古屋市10万人，神戸市７万人，北

九州市にいたってはゼロという状態である。さらに経済

力を反映ナるといわれる市税収入でみると，この５ヵ年

らの型や運営の実態が財政構造であってその構造の適否

を判断し効率的な財政活動を促進するために財政構造の

分析が行われる。

地方財数の場合はその主だる機能の面からみてその団体

の財政が経済の変動等財政環境のいかなる変化に対して

も収支の均衡が保たれ，また住民の要望する行政が適切

に実施できるような経費配分の構造が望まれ，したがっ

て財政構造の健全性と弾力性が構造分析の目標となる。

現在地方財政構造の分析の方法としては，

①　ア経費の構造，イ収入の構造

②　ア財政力指数，イ経常収支比率，ウ一般財源指数，

エ公債費比率

③　ア歳出総額に占める義務的経費あるいは経常的経費

の比率，イ義務的経費あるいは経常的経費に対する増加

一般財源の充当比率

等が考えられ，その算定の結果を，自治省指導の指数及

び類似団体との比較さらにはその団体の年度別推移等を

みて財政構造改善の指標としている。以下本市の財政構

造を主として昭和40～45年度普通会計決算を中心にして

分析してみたい。

間に本市は285億円＜132％＞の増で必ずしも他都市よ

り著しい伸びを示してはいない。大阪市のごときは人口

減17万人に対しかえって市税収入は492億円＜105％＞

もの増，北九州市においても83億円の増となっている。

こめように本市財政を問題にするには国との関係,人口，

面積，産業構造,財政力等を異にする類似団体との比較，

経済社会の進展等を前提として考えねばならない。

一般に財政のもっ機能としては，＜１＞公共サービスの

給付を中心とする資源配分機能。＜２＞いわゆる移転的

経費にみられるように所得の分配状態をより平等な状態

に近づけようとする所得再配分機能。＜３＞経済の安定

と成長を保持するため景気変動を調整する安定化機能。

これらの機能のうち＜２＞，＜３＞についてはそれらが

全国的規模での政策を必要とするという理由から主とし

て国により分担される。したがって地方財政の機能とし

ては＜1＞，公共サービスの給付を中心とする機能が大

半である。

地方財政がその機能を充分に果すためにはそれに適した

型をもちまた効率的な運営をしなければならない。それ

かし現在のように国と地方団体間の行財政における相互

依存関係がますます増大かつ複雑化する中ではこの点の

究明が困難になってきている。即ち現在の地域経済は国

民経済の中で完全に開放体制下にあり地方団体の経費支

出の効果は必ずしもその地域の中でのみ実現しないで地、

域を超えてより広い範囲に及ぶ場合がある。またこのよ

うな利益効果の拡散ともいうべきものと地方団体間の財

政力の格差に対する国の補助金及び交付税等による財源

調整、さらに国の各種行政の長期計画化と総合化が一地

方団体の経費総額の効率と住民負担の関係を明らかにす

ることを困難にしている。

他方、経費の構造は地方公共団体の行なっている行政の｢

内容を示すものである。この内容を分類する主なる方法

１

２ 経費の構造

もともと経費の問題は，そめ地方団体の経費総額の効果

が地域住民の税負担1こよる社会的価値の犠牲より大きい

ものであるか，また経費は地域経済にどらで最も効果的

であるように各行政部門へ配分されすいるかという経費，

の経済的効果についてまず検討されるべこきであろう。し
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としては、経費の目的によるものと経費の性質によるも

のとが考えられる。

１・経費の目的別構造

経費はその行政目的によって議会，総務，民生，土木，

教育等の費用に分類される。本市の昭和35年度～45年度

における目的別構造は別表１のとおりであるが，この11

年間の経費構成でつねに最大の比重を占めているのは土

木費であり，教育費，保健衛生費，民生費がこれに次い

でいる。総務費については，退職関係経費等一部人件費

の集中計上もあるので一応論外とする。

35～45年度の増加状況においては,決算総額では,6.04倍

であって，この中では，土木費の増加が最も著しく9.09

倍，次いで衛生費7.47倍，教育費6.78倍，民生費6.75倍

となっている。

これら経費の構成比ならびに増加の傾向については種々

の理由が考えられるであろうが一応次の点にしぼってみ

よう。

一つは戦後10数年にわたる駐留軍接収による復興の立遅

れと解除後の市街地の復旧，二つには30年代に入っての

経済の高度成長は，産業基盤等都市装置の整備のため当

然に都市改造区画整理事業および環状線，放射線等都市

計画街路整備事業等の都市計画費，山下および本牧ふ頭

の建設をはじめとする港湾費，さらには幹線道路から通

学，買物道路にいたるまでの道路関係費，また下水道事

業への繰出金等を増大させたこと。また，国民経済社会

の発展は，市民の快適な生活のための各種市民施設，老

人,子供に対する福祉政策等高度な都市政策を必要とし，

その結果，衛生費，民生費および庁舎建設費等を含む総

務費の構成比についての増あるいは一定比重の確保とし

てあらわれてきだ。

しかし，本市の経費構造をここ数年からさらに今後も決

定づけようとしているものは何といっても周辺地域宅地

開発による人口急増である。本市の人口は昭和20年624

千人，30年1,143千人，35年1,375千人と市街地定着を

中心として増加したが，いわばそれは戦前の姿に戻る型

での増加であったため戦災復興事業による土木，教育等

の施設整備という需要にとどまっていた。ところが35年

頃からは，保土ヶ谷，港北，戸塚，南区などの周辺部に

市域外からの流入人口の定着がはじまり,昭和40年1,789

千人，45年2,238千人と，実にこの10年間に863千人が増

加し新たな街を創ったのである。これの影響をまともに

うけたのはまず教育費であった。教育費は戦後青空教室

の解消から二部授業の解消と木造校舎の建設に全力を注

いできたが，35年さらに40年度からは一段と新設校鉄筋

校舎建設に追われ47年度においては実に新設校用地の取

得31校，小中学校建設82校，931教室，事業費118億円

を必要としている。特に40～45年度の伸び率は別表１に

みるように，決算総額においては2.26倍，民生費2.7倍，

土木費2.09倍に対して教育費については３倍となってい

る。

そのほか，普通会計以外のものとして，下水道整備事業

においては，32年以来公共下水道皆無都市から脱却する

ため各年多額の投資を続け，45年度においては117億円

＜一般会計繰出金51億円＞と，巨大な額となっている。

この間，中部，南部，北部の３処理場の建設を完了し，

また管渠延長についても1,242千米が整備された。なお

現在菊名，戸塚，恩田処理場も建設中であり，50年度を

目標とする第三次下水道整備５ヶ年計画1,500億円に対

する繰出金は土木費の増をさらに促すであろう。

次いで人口急増の打撃をうけて増大してきたのは衛生費

中の清掃費である。特にじんかい工場建設を中心とする

清掃施設整備費は45年度784百万円から46年度実行では

7,608百万円，47年度予算でも60億円と激増している。

現在昭和54年度の想定人口を３百万人とした場合必要と

される本市のじんかい工場建設費は実に1,000億円を超

えるものと推計されている。

このように確実に増加する教育費，激増する清掃費，高

速道路建設費及び下水道事業繰出金の増を含む土木費，

さらに交通事業再建に対する繰出金等長期かつ固定的な

負担等は，港北ニュータウン建設事業における学校，街

路，行政施設等の各目的別経費配分をうけて，限りある

財源総額り中といえども一定構成比を保って行くととも

に，今後の財政規模の増減をより敏感に反映してゆくで

あろう。

なお，本市のこのような経費構造を他の指定市，特に名

古屋市，神戸市と比較してみると＜別表１の45年度＞，

衛生費，土木費，教育費等で極端に差があるが，さらに

46,47年度当初予算で都市計画費，清掃費，教育費等の

具体的事業についてみると別表２のようになる。

これら３市の経費構造吟人口，産業構造等その都市の現
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在おかれている条件，将来展望等により勿論相異はあろ

うが，本市の人口急増が如何に財政構造に大きな影響を

与えているかが，他の２市において重点の置かれている

市街地改造事業と本市の清掃施設整備費，小中学校建設

への多額の投資との差で判然とするであろう。

２・経費の性質別構造

経費をその性質によって分類する場合，分類の基準とし

ては＜１＞経費がその支出する年度限りで消費される人

件費，物件費等，＜２＞社会資本として将来に蓄積され

る公共事業などの建設事業費，＜３＞個々の家計や企業

への単なる経費の移転として考えられる扶助費，補助費

等により一般に分類される。しかし経費の中には何れの

分類に含めるべきか必ずしも明らかでない維持修繕費，

失業対策費等もあるが，ここでは自治省決算統計基準を

参考にして分類したものによる。

本市の普通会計性質別構成は別表３の通りである。まず

総括的に推移をみると昭和35年度まで最も高い構成比を

占めていた人件費が各年低下を示し，一方都市施設，生

活環境施設整備の需要増と財政構造改善の二面から普通

建設事業の比重が現在では最も大きくなっている。増加

傾向においても35～45年度の11年間に人件費は4.89倍，

普通建設事業費は6.78倍となった。その他の経費につい

てはほぼ同率の構成で推移してきた。しかし，各経費の

額においてみると補助費等の16倍，出資金等９倍，繰出

金7.2倍は経費総額6.04倍をはるかに上回っている。こ

れらの中には45年度でみられるように交通事業会計への

補助，出資1,574百万円，公共下水道会計5,126百万円

があり，さらに高速鉄道建設費に対する計画的補助を併

せて，今後ますます増加するのであろうし，またこれら

補助費等は殆んど一般財源で充当されるため，普通建設

事業費の充実を図るには一段と財源確保および経常的経

費の合理的配分と節減に努力を傾けねばならない。

他方，経費のうち，まずその支出が義務づけられしかも

極めて硬直性の強いといわれる人件費，扶助費，公債費

について別表３＜小計＞からとり出してみると構成比に

おいては，この11年間に7%下回り，経費増も５倍であ

って，経費総額の増6.04倍を下回っている。この間行政

事務量の増大と特に行政区再編成による増員，さらに逐

年給与改定による人件費の増加があったものの，財政運

営の合理化と財政構造の改善を目標とし，一方普通建設

事業に対する経費の優先配分を図ったためこのような結

果がでたものと考えられる。しかしながら46年度決算見

込における対前年度決算比20％を上廻る人件費から推計

して今後における給与改定,および増員等が従来のよう

に行われたとした場合の人件費の増，生活保護人員の最

近における漸増と生活水準向上に伴う保護基準の引上げ

による扶助費の増，児童手当および老人医療費公費負担

等の制度新設や心身障害児者等に対する各種制度の拡大

苓福祉政策の充実に対応しての大巾な福祉関係費の増，

さらに義務教育，清掃，公営住宅，区庁舎等の整備に充

当した起債の元利償還金＜公債費＞は，その構成比はと

もかく絶対額において増加の一途を辿るものと思われ，

これらの義務的経費は今後の財政運営如何によっては経

費構造に弾力性を失わせるおそれもありうる。

次に物件費，維持補修費等については,施設水準の高度

化に伴い必然的に運営費が増加したが，一方経費の効率

的な配分と節減を図った結果，40年度以降構成比，額と

もに経費総額とほぼ同率で推移してきた。なお今後にお

いても各種公共施設は質，量ともに増大するため施設の

管理委託等を中心として経費の効率的執行に特段の創意

と努力を要する。

補助費等，出資金，繰出金については前述の通り公営企

業関係に対して今後多額の経費配分が見込まれるが，下

水，高速鉄道等の企業は地域住民の利便の増進を図り豊

かで住みよい地域建設の一翼をになっているので，企業

の整備充実にはあえて計画的かつ長期負担的な繰出しを

せざるをえない。この意味ではこれら経費の硬直性はま

ぬがれない。しかし企業側としても企業環境の悪化，人
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件費の高とう，料金適正化の遅れ等困難な条件にはある

ものの，企業経営基盤の強化と経営の健全性の確立に全

力を傾注する必要がある。

次に普通建設事業等の投資的経費であるが45年度決算額，

は対35年度6.8倍，対40年度２倍の伸びとなっている，

このような伸びを示したのは，社会経済の進展に伴う産っ

業基盤の整備あるいぱ住民生活をとりまく環境施設の整

備に対する需要が極めて大きく，またますます増大する，

傾向にあるとともに，本市の場合は人口急増という絶対

的需要が加わった中で市政の２大方針を基盤として経済

成長に伴う税収の伸びをうけとめつつ基幹道路，清掃工

場等の都市装置，学校公園等の市民施設，交通安全，公



害対策等生活環境施設の整備に意欲的に経費配分した結

果である。

補助事業費と単独事業費との比率は39,40年度の本牧ふ

頭関係整備費の影響を除くとほぼ同率，同額で推移して

いる。

元来地方団体の財源は自主的でかつ使途の指定されない

一般財源が多いほど経費配分は自主的に行われるといわ

れており，従って地方税の多いほど単独事業の比率は高

まるであろう。しかし今日のように国の計画，地方の実

施という行政の相互依存および補充関係が増加してくる

と,国庫補助金が単に国の行政水準の維持あるいは地方

財源調整を主体としたこと以外の意味をもち，国庫補助

事業の増が必ずしも地方団体の自主的行政を妨げるもの

でなく，国り求める行政水準が本市行政水準の向上に必

要であり，しかも，その事業が行政需要の中で緊急かつ

多額である場合は当然に補助事業の比率は高まるであろ

う。＜ただこの場合国，地方の負担区分の確立にもとず

く超過負担の解消問題が依然として残る。＞これらを目

的別に別表５普通建設事業費によりみると構成比では41

年度に62.4％を占めていた土木費が45年度は48％と下り

小中学校建設を主体とする教育費が19.5％から30％へと

増加している。さらに清掃費についてば前述の通り45年

度までは余り伸びもみちれないが,46,47年度と激増し

い。このことは結局経費構造の弾力性を減少することに

なる。また特に本市と名古屋市，神戸市と比較してみる

とまず人件費等の義務的経費では名古屋市がわずかに構

成比でも下回っている。このことは自主，一般財源であ

る市税において本市と名古屋市との間に41年で36億円，

45年度でも26億円という差があるため，本市としては急

増ナる財政需要に対応し，ぎりぎりの財政規模を支える

にはどうしても市債に頼らざるをえず，各年名古屋市よ

り多額の市債財源を計上したため，特に公債費において

名古屋市を上回る額となった。もともと公債費は行政水

準の維持の必要もさることながら主として経営的な必要

から生ずるものであり,当時における人口規模，産業構

造，財政力等によって両市に差が生ずることは当然と考

える。このことは神戸市において一層顕著である。さら

に普通建設事業においては構成比，絶対額ともに本市の

場合両市より低いが，前述のように本市は公営企業会計

の建設財源等に45年度で一般財源74億円を繰出している

結果である。

また神戸市の建設事業は都市改造事業等に多額の国庫補

助金，市債を充当した結果特に補助事業において本市。

名古屋市を上回っている。

でおり今後め普通建設事業費中での構成比および額の伸

び率は群を抜くであろう。各事業費の増加状況は，行政

区再編成に伴う区庁舎建設をうけて総務費の7.9倍，都

市小河川事業本市実施に伴う河川費の９倍，小中学校建

設費の3倍が特に伸びている。注目すべきは民生費であ

って継続的な保育所建設の箇所増，青少年施設の計画的

整備，特別養護老人ホーム建設，および心身障害者のた

めの近代的福祉授産所の建設等42年度以来施設整備に意

欲的に取り組んでいることである。今後も市民要望に応

えるため民間施設の整備とあいまって老人福祉センター

等の建設を中心として伸びの見込まれる分野であ,ろう

さらに市街地改造，都市改造等を中心とする区画整理，

緑を守るための都市公園等についても普通建設事業費総

額の２倍を上回る,3倍以上の伸び率を示している。

なお，指定市の45年度性質別経費構造を別表３によって

みると，生活保護世帯の多い北九州市,京都市の扶助費，

市街地改造事業等に市債財源を大巾に充当している神戸

市の公債費等は，財政規模に比較してその構成比が大き

１・概要

地方公共団体の収入は大別すると＜１＞地方税を大宗と

して，＜２＞地方財源の保障および調整等のための地方

交付税，譲与税等，＜３＞法定の負担区分あるいは国の

施策等により交付される国庫補助金，＜４＞ー定条件の

もとに発行が許可される地方債，＜５＞使用料，手数料

その他公私法の収入等によって構成されている。

本市の普通会計における収入構造の推移を別表4により

みると35～45年度の11年間常に市税が構成比額ともにト

ップを古め，41年度の景気後退の影響も余り顕著に表わ

れず，45年度収入では対前年比23.4％の増を示した。

しかし46年８月のアメリカの新経済政策を契機とする国

際経済環境の変化が加わっだことにより法人住民税等に

かなりその影響があらわれ，46年度においては，対前年

比20％,47年度では今後の経済状況如何にもよるが，今

の所12～3％程度の増しか見込めない状況である。

３ 収入の構造
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　地方交付税は41年の交付率改訂，さらに42年度からは経

　済の好況を反映して国税3税の順調な伸び｢と大都市傾斜

配分的要因も加わつて飛躍的に増加し,45年度では実に

　100億円を超え構成比，絶対額と心に本市収入の枢要な

部門を占めるようになった。

次に国庫支出金は民生，街路，教育事業を中心に10％前

後の一定比重を確保しながら収入総額とほぼ同率の伸び

を示している。しかし,47年度以降における義務教育施

設,清掃施設,街路整備等の財離需要を見込むとき今後国

庫支出金の比重は上らざるをえないと思われる。ただ従

来の推移からみると，地方団体全体の収入の中で国庫支

出金が制度的にも金額的も最も変動の少ない収入であっ

だことから,今後国に対して補助金総額の増,補助率の改

訂，超過負担の解消を一層強力に要請する必要がある。

地方債については40,41年度においての減税補てん債，

公共事業債の増発等もあり7～8％となったが，以後５

％台となっている。しかし46年度における景気浮揚対

策，減収補てん債等が加わり，合計194億円，さらに47

年度においては交付税関連措置による市債は200億円を

超えるものと見込まれ，公共施設の緊急整備需要とあい

まって今後市債の比重，絶対額ともに急激に増加するで

あろう。以上のほか臨時的財源としての埋立事業繰入

金，歳計剰余金としての繰越金等を,何れも各年度の財

政事情に応じて一般財源として充当してきたが，今後

は，これらの臨時財源を期待することは困難であろう。

2・依存財源と自主財源

現在の地方財政収入の中には，地方団体が一定水準の行

政を維持するため国が財源を保障しあるいは地方団体間

における財政力の格差を縮少するという財政調整制度と

しての地方交付税，まだ現在の地方行政が国民経済の中

で果す役割がきわめて重要になってきたこと，地方団体

の行政効果がその地方団体の地域を超えて広範囲に及ぶ

ような場合があること等から，国の行政水準調整と費用

負担区分の問題を要因としての国庫支出金，さらに地方

税その他の収入が財政需要に及ばない場合または将来の

行政効果が期待される費用に充てるため先行投資として

の地方債等，何れもその財源調達が地方団体の意思によ

って決まるものでなく，国の意思によって決まるものが

ある。このように国に依存する財源と，一方，法令等の

範囲ではあるがその財源調達が地方団体の意思により決

定される自主財源とがある。

本市における依存財源の比重は別表４の中からとり出し

てみると40年度までは国庫支出金を中心として25％程度

であったが，その後は地方交付税を中心にして増大傾向

をみせ，45年度においては32.5％となった。現在47年度

地方交付税の配分方法が明らかではないが本市の財政需

要との関連から考えると交付税は今後毎年20％以上の伸

びが是非とも必要であり，また国庫支出金についても国

の各種総合計画をうけて比重は増加するであろう。地方

僕は最近における国の経済政策によるものあるいは減収

補てん的な臨時のものもあるが，市街地再開発，周辺部

公共施設の整備というぼう大な行政需要をかかえている

本市では，住民負担を後年度に求めることを適当として

大幅に増額を図るべき財源であろう。しだがって今後依

存財源の比率は一層高まっていくものと思われる。

一方自主財源は依存財源の構成比の増に伴い比重は低下

の傾向にある。その大宗を占める市税はほぼ横ばいから

今後は低下の傾向もでてくるかも知れない。この傾向は

現行の地方税制度特に市町村税が景気に対して一般的に

非弾力的であることに起因しており,またこの非弾力性

は財政需要の増加や地域間の財政力の格差を地方税の拡

充によるよりも地方交付税や地方債によって調整する方

が望ましいという国の判断の続く限り改められないであ

ろう。

その他の自主財源については，各年度その負担の適正と

徴収の確保を図ってきてはいるが今後の問題としてぜひ

とも再検討を要するのは負担の適正化である。保育所負

担金，大学授業料，その他各種使用料手数料さらには企

業関係の料金にいたるまで受益者負担とは何かという｢基

本問題まで掘下げて負担の適正化と自主財源の確保を図

るべきである＜別表5参照＞

３・一般財源と特定財源

地方財源の中には国庫支出金や市債のようにあらかじめ

その使途の定められているものと，市税，地方交付税の

ように充てるべき経費の目的，性質の定められてないも

のとがある。前者が特定財源，後者が一般財源である。

しかし厳密には地方道路譲与税，都市計画税等は道路事

業又は都市計画事業に充当すべき財源であって広い意味

での特定財源ということもできよう。このような区分で

収入構造を分析するのは，国庫支出金，地方債等のよう
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に国からの使途指定財源の大小によって地方財政の自主

的運営の余地の大小を論ずる場合があるからである。し

だがって一般には自主財源と一般財源の比重の大きいほ

ど，その団体の行財政の自主性と弾力性が強いといわれ

ている。

本市四財源推移としては42年度までは一般財源比率串は55

％前後であったが43年度以降ば地方交付税の大巾な伸び

　と軽油引取税交付金および地方道路譲与税等の譲与基準

　改訂による増があって45年度では63.3％となった。しか

　し過去数年間には埋立事業会計からの繰入金，純歳計剰

余繰越金等もあり,50～60％の一般財源比率の確保がで

　きたが，今後は市税，交付税等の大巾増が期待できない

　一方，緊急公共施設整備のための国庫支出金の増額と市

民要望に応えるため財政規模の確保には市債の大巾増を

図らねばならないので一般財源比率は低下の傾向もあら

われるであろう。

なお別表５で46,47年度一般会計予算における名古屋

市,神戸市とめ比較をみると，3市とも共通して自主，

一般財源の低下がみられ，それだけ国庫支出金，市債等

4こ大巾に依存しなければ47年度予算の編成ができえなか

ったことを端的に示している。

４ 今後の方向

　以上述べたほか経常的一般財源や標準財政規模を主体に

　して各種の指数を算出し他都市との比較，自治省基準と

　の照合等により本市の財政力をみる方法もあるが次回に

　ゆずりたい。

　幾度か述べたように本市財政は昭和45年度までは市税，

　地方交付税を中心とする一般財源の伸びに支えられ六大

　事業を基盤として各種の行政需要に応じてきた。しかし

　ながら46年度からの税収め伸びの低下，交付税の減額等

は，一方景気の刺激および社会資本の整備促進を図るた

　めの建設事業の拡大等による歳出増加とあいまって多額

　の財源不足が見込まれるようになった。46年度には減収

　補てん債11億円の収入があってようやく収支均衡を図る

　ことができたが，47年度とおいては,30億円以上の赤字

　補てん的市債の収入を得ても,なお収支均衡を確保する，

　ことは,まず困難な状況にあるといえよう。このような

収支に悪化の傾向が顕著になってきている中で今後のあ
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り方を考えてみよう。

１　長期財政計画の策定

本市の行政需要は今後生活水準の向上，流通機構の変化

等を加えて増嵩の一途を辿ることは必至である。これら

の行政需要を計画的に充足するためには現行財政制度と

その運用について根本的に検討を加え，併せて長期的視

点にたって行政水準の目標設定，経費配分の基準，財源

確保計画を骨子とする財政の長期ビジョンを策定し，本

市財政全般の進路と将来の姿を明らかにする必要があ

る。さらに実施にあたっては従来にも増して機構の簡素

合理化，定員管理の適正化と増員の抑制，経費の重点的

配分と節減効率化に努めなければならない。

２・自主財源の拡充と安定の確保

長期財政計画の実効は計画財源の確保にかかっている。

そのため従来にも増して都市税制の確立を中心とする大

都市財源の拡充を国に強く訴えるとともに,新たな財源，

資金の導入および受益者負担金制度について抜本的検討

を加える必要がある。また公共事業の増大に伴う地方負

担の増，地域の特性と需要に応ずる単独事業の増嵩に伴

う自主財源の必要増に対して，過去の国の措置は地方税

の伸縮性が乏しいだめ，臨時特例交付金あるいは減収補

てん債であった。むしろ今後の地方財源は景気に対して

ある程度伸縮するという意味での弾力的安定性をもたせ

たものにするとともに経済変動に伴って生ずる収入低下

と需要増のギャップをうめるためには交付税制度の拡充

と弾力的運用を一層図るべきであろう。

需要は間断なく増加していく。収入は現行制度ではそれ

に見合って伸びない。このような状況の中で如何にして

健全かつ弾力ある財政構造を保って行くのか，それが現

在の本市財政の最も重要な課題である。

＜財政局財務部財務課長＞



3 9

別表１　日的別経費構成表



別表２　主要建設事業費
4
0



別表3-性質別経費構成比表

4
1



別表4-歳入構成表
4
2
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別表６―昭和41～45年度普通会計決算のうち普通建設事業費決算額の構成比等の推移

　　　　＜自治省決算統計による。＞
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